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陳情（新規）                                                    子育て・王国課 
受 理 番 号 

（受理年月日） 所 管 件名及び提出者 現状と県の取組状況 

３年－９号 

（ 3. 2.26） 
子育て・人財 保育士の全面パート化に

つながる短時間勤務保育
士の活用促進ではなく、保
育所職員の配置基準改善、
処遇向上のための必要な
措置を求める意見書の提
出について 
 
鳥取の保育を考える会 
会長 石井 由加利 

【現 状】 
 
１ 国は「新子育て安心プラン」（令和２年１２月策定）において、潜在保育士の保育

現場への再就職を促進する観点から、各年４月１日時点に待機児童が存在する市町
村について、各クラスに常勤保育士１名配置の必須要件を緩和し、２名の短時間保
育士の配置で可とされたが、本県においては、毎年４月１日時点の待機児童数は平
成１８年以降１５年連続ゼロを達成しているところであり、年度中途の１０月１日
時点の待機児童は発生しているものの、ここ数年は減少傾向にある。 

また、本県独自の低年齢児加配補助事業における加配保育士の正規職員単価選択
施設数割合も年々上昇傾向にあり、保育士の正規職員化にも着実につながっている。 
【待機児童数】R2.10.1 時点：24 人 R1.10.1 時点：83 人 H30.10.1 時点：103 人） 

 
２ 保育の質の向上に資する保育士の配置基準の改善については、国の子ども・子育

て支援新制度における「質の向上」の中に、３歳児、１歳児及び４・５歳児の改善が
盛り込まれているが、現在、３歳児のみが公定価格に組み込まれており、１歳児及び
４・５歳児については、国による配置基準の改善には至っていない。 

 
３ 保育士・保育教諭の処遇改善については、子ども・子育て支援新制度開始前に比

べ、国において保育士（民間）全職員については、約８％の処遇改善が行われたほ
か、技能・経験に応じて最大４万円の処遇改善が行われている。 

 
 【県内保育士の処遇の状況】 

 令和元年 平成 26 年 

年齢（勤続年数） 年間給与額 年齢（勤続年数） 年間給与額 

保 育 士 34.9 歳（ 9.7 年） 362 万円 33.6 歳（ 7.4 年） 286 万円 

全職種平均 43.2 歳（12.1 年） 388 万円 41.7 歳（11.8 年） 387 万円 

差   引 △8.3 歳（△2.4 年） △26 万円 △8.1 歳（△4.4 年） △101 万円 

※年間給与額は、「決まって支給する現金給与額」に 12 を乗じ、「年間給与その他の特別賞与額」 

を加えたもの。（出典：賃金構造基本統計調査（厚生労働省）） 

 
【県の取組状況】 
 
１ 保育士の配置基準のうち４・５歳児の配置基準改善については、保育関係団体か 

らも継続して要望をいただいているところであるが、保育の実施主体は市町村であ
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り、現時点では市町村の理解が得られていない。なお、国制度において４・５歳児の
保育士配置基準改善を実行するよう、令和２年１１月に国に要望を行った。 

 
 
２ 保育士・保育教諭の処遇改善については、県では従来から、市町村と協力して低年

齢児（１歳児）加配（６：１→４．５：１）や障がい児加配等の県単独加配の補助事
業を実施しているが、定期的に単価引き上げを行い、各園で加配保育士も含めて処
遇改善が実施できるよう予算措置をしている。また、低年齢児加配補助事業におい
ては、施設全体での配置基準上必要な保育士数以上の正規職員を配置することを補
助要件としており、配置職員の正規職員化への誘導を促している。 

なお、保育士の処遇について更なる改善を実施するよう、保育士配置基準改善と
同様に令和２年１１月に国に要望を行った。 

 
３ 保育士の配置基準改善と更なる処遇改善については、保育現場や保育の主体であ

る市町村の意見を十分に踏まえて、県としての方向性を検討していきたい。 

 

 


